
ィ講座の ・外国人コミュニティによる ・外国人コミュニティによる
　実施　　　　　　　　 2校 　実施                 1校 　検討会の開催　　　　 9回 　検討会の開催　　　　 8回
・日本語支援団体連絡協議会 ・先進的な取組成果の発信
　の開催　　　　　　　 2回 ・ワールド・スタディ講座の

　実施                 2校

　小垣江地区で多文化共生を進めるための団体、輪～るど・ビレッジ小垣江の設立総会を行い、地域の外国人と日本人が

成果
交流する機会を創出できた。

　ブラジル人コミュ二ティは、コミュニティの紹介動画や生活に役立つ情報発信動画を作成し、SNSで発信した。ベトナ

ム人コミュニティは、活動を活性化させるための総会を行った。

　多文化共生のモデル地域で実施したコミュニティガーデンにおける成果や課題を活かし、市内他地域へ展開していく必

要がある。
課題

　外国人コミュニティの活動の拡大や市と外国人コミュニティの連携に向けた検討が必要である。

　ワールドスタディ講座を幅広く広報し、実施に向けた検討が必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 「やさしい日本語」研修の累計受講者数（人） ― ― 30 60 150
指標
活動 外国人コミュニティ及び共生の地域づくり検討会の 38 75 106 130 150
指標 参加者数（人）

Ｄ

　市民主体のプロジェ

　

クトチームが事業を行

　

う例はあまり見られず

　

、本市の事業は先進的

Ｏ

な取組である。
他市と

　

の
比較検証

　
∧
　
　
実
　
　
施

Ｃ
　
事
　

　

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：
　

千円
３年度 ４年度 ５年

∨
度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,097 3,085 3,183 3,209 合計 3,182,600 円
報償費 199,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 2,983,200 円

一般財源 3,097 3,085 3,183 3,209

職員人件費　② 9,085 8,659 9,207 9,304

総事業費（①＋②） 12,182 11,744 12,390 12,513

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 共存･協働
施策体

和

系
施策の内容 多文化共

５

生の推進

目
　
　
　
的

　

年

国籍にかかわらず全て

度

の人が尊重され、交

主

評

た
る
内
容

○国際化・多

価

文化共生推進委員会の

）

運営
流や協働が広がる

刈

まちを実現するために

谷

、行 ○重点協働プロジ

市

ェクト等の推進
政、市

事

民、地域団体、ＮＰＯ

務

、企業、大学、 　・市

事

職員及び市民に対して

業

「やさしい日本
国際交

評

流協会等が連携・協働

価

しながら、多文 　　語

シ

」の普及を図る取組
化

ー

共生のまちづくりを推

ト

進する。 　・モデル地

（

域での市民団体の自立

様

化に向け
　　た取組
　

式

・外国人市民との協働

１

による情報誌の作成
　

）

　及びイベントの実施

会

  ・先進的な取組成

計

果の発信
　・ワールド

名

・スタディ講座の実施

担

位
置
づ
け

関連計画 第２

当

次刈谷市多文化共生推

部

進計画

根拠法令

対象者

市

対象者を限定せず 事業

民

期間 平成２４年度 ～

実

活

施方法 ■直営　■委託

動

　□指定管理　□補助

部

・助成　□その他

一般会計
多文化共生

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

推

年度実績 ４年度実績 ５

進

年度実績 ６年度計画

・

事

共生の地域づくりに向

業

けた ・共生の地域づく

担

りに向けた ・「やさし

当

い日本語」研修の ・「

課

やさしい日本語」研修

市

の
　検討会の開催　　

民

　   5回 　検討会

協

の開催　　　　10回

働

　実施　　　　　　　

課

   1回 　実施　　

款

　　　　　   1回

項

・外国人コミュニティ

目

による ・外国人コミュ

担

ニティによる ・共生の

当

地域づくりに向けた ・

係

共生の地域づくりに向

協

けた
　検討会の開催　

働

　　　 6回 　検討会

推

の開催　　　　 5回

進

　検討会の開催　　　

係

　 9回 　検討会の開

2

催　　　　12回
・ワ

1

ールド・スタディ講座

1

の ・ワールド・スタデ



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　外国人市民の増

令

加により、文化的背景

和

の違いによる地域
・法

６

的業務
高い

での相互理

年

解の必要性が高まって

度

いる。市民相互交流等

（

に
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 より、国籍

和

・年齢・性別を問わず

５

一人ひとりが地域づく

年

り
・市民生活上必要で

度

ある　など に参画でき

評

る本事業の必要性は高

価

い。

　住民及びＮＰＯ

）

団体等との協働で事業

刈

を推進することで
・コ

谷

ストの節減、費用対効

市

果
普通

それぞれが担う

事

役割を分担し、効率性

務

やコスト削減に努め
効

事

率性 ・執行体制の効率

業

性 るように働きかけて

評

いる。
・手段の最適性

価

　など

　文化的背景の

シ

違いにより発生する問

ー

題の解決には、相互
・

ト

市が主体となって実施

（

する
高い

理解が不可欠

様

であり、理解を進める

式

機会を創出する上で行

２

妥当性 　べき事業であ

）

るか 政の果たす役割は

会

非常に高い。
・総合計

計

画との整合性　など

　

名

国籍や文化の違いに関

担

わらず外国人と日本人

当

が交流や協

施策への ・

部

施策への貢献度
高い

働

市

しながら豊かに暮らす

民

ため、本事業は地域に

活

おける多文
・目標達成

動

度 化共生の推進に寄与

部

している。
貢献度 ・市

一

民サービスへの効果　

般

など

今後の方向性 ■拡

会

充　□現状維持　□改

計

善・効率化　□縮小　

多

□終期設定　□休止・

文

廃止

　地域に住む日本

化

人市民と外国人市民の

共

相互理解を図るため、

生

市民交流の場や機会を

推

創出していく。

進事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

当

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

課

　
価
　
∨

市民協働課

款 項 目 担当係 協働推進係

2 1 1



件 ・かりや夢ファンド補助金の
・まちづくり講座開催 1企画 　交付　　　　　　　   6件 ・しゃべり場開催　　   1回 　交付　　　　　　　  16件
・まつり場開催準備   1企画 ・しゃべり場検討会議   1回 ・まちづくり講座開催 2企画 ・しゃべり場開催　　   1回
（Ｒ2繰越分含む） ・まちづくり講座開催 2企画 ・まつり場開催　　   1企画 ・まちづくり講座開催 1企画
・かりや夢ファンド補助金の ・まつり場開催　　   1企画 ・まつり場開催　　   1企画
　交付　　　　　　　  10件

　新型コロナウイルスの影響で申請が減少していた「まちづくりびと支援事業補助金」を含む補助採択団体及び個人に補

成果
助金を交付したことや、学び舎修了により新たに7名がまちづくりコーディネーターとして登録したことで、協働事業を

様々な方面で推進できた。

　かりや夢ファンド補助金の申請件数を増やすため、更なる周知・広報を図る必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 まちづくりコーディネーター派遣回数（回） 6 9 11 15 20
指標
成果 かりや夢ファンド申請件数（件） 5 9 9 20 25
指標

　個別に類似の事業を実施している自治体は県内にいくつかあるものの、刈谷市のように施策を体系立て、
他市との 相互の連携を持った取り組みは

Ｄ

ほとんど見られない。

　

比較検証

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　

Ｃ
　
事
　
業

実

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

　

円
３年度 ４年度 ５年度

　

６年度 ５年度

（決算）

施

（決算） （決算） （予

　

算） 事業費内訳

事業費

　

　① 11,135 7,

∨

603 8,320 7,749 合計 8,319,734 円
報酬 428,800 円

財
　
源

特定財源 5,078 670 954 1,000 報償費 15,000 円
旅費 39,560 円

一般財源 6,057 6,933 7,366 6,749 委託料 6,880,874 円
使用料及び賃借料 2,000 円

職員人件費　② 9,463 7,529 8,057 9,304 負担金、補助及び
交付金 953,500 円

総事業費（①＋②） 20,598 15,132 16,377 17,053

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 市民活動支援基金繰入金

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 市民活動・

５

地域活動の推進

目
　
　

年

　
的

　共存・協働のま

度

ちづくりを推進するた

評

め、

主
た
る
内
容

○共存

価

・協働のまちづくり推

）

進委員会の運営
共存・

刈

協働のまちづくり推進

谷

委員会の運営及 ○つな

市

ぎの学び舎の開催
び推

事

進に向けた具体的な施

務

策を実施し、市民 ○か

事

りや夢ファンド補助金

業

の交付
同士がつながり

評

あい、主体的に活動す

価

るまち ○わがまちのし

シ

ゃべり場の開催
を目指

ー

す。 ○まちづくり講座

ト

の開催
〇協働のまつり

（

場の開催

位
置
づ
け

関連

様

計画 刈谷市共存・協働

式

のまちづくり推進基本

１

方針

根拠法令 刈谷市共

）

存・協働のまちづくり

会

推進条例、刈谷市市民

計

活動支援基金条例

対象

名

者 対象者を限定せず 事

担

業期間 平成１９年度 ～

当

実施方法 ■直営　■委

部

託　□指定管理　■補

市

助・助成　□その他

民活動部

一般会計
市

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

民

３年度実績 ４年度実績

協

５年度実績 ６年度計画

働

・委員会運営　全体　

推

   3回 ・委員会運

進

営　全体　   3回

事

・委員会運営　全体　

業

   3回 ・委員会運

担

営　全体　   2回

当

　　　　　　　部会　

課

   5回 　　　　　

市

　　部会　   5回

民

　　　　　　　部会　

協

   5回 　　　　　

働

　　部会　   5回

課

・学び舎（実践編・基

款

礎編） ・学び舎（実践

項

編2企画）　 ・学び

目

舎         

担

 　   7回 ・学び

当

舎（ステップアップ）

係

　 　　　　　　　　

協

　 11回 　　　　　

働

　　　　 　 10回

推

・かりや夢ファンド補

進

助金の 　   　　　

係

　　　　　　6回
・し

2

ゃべり場検討会議  

1

 1回 ・かりや夢ファ

1

ンド補助金の 　交付　　　　　　　   9



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　少子高齢化や家族

令

のあり方が変容する中

和

、市民ニーズは
・法的

６

業務
高い

複雑化、多様

年

化している。これに対

度

し、行政による対応だ

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 けではなく、

和

住民一人ひとりがまち

５

の課題を自分ごととし

年

・市民生活上必要であ

度

る　など て捉え、共存

評

協働の意識に基づく、

価

地域での支えあいの必

）

要性は高まっている。

刈

　本事業はＮＰＯ法人

谷

へ委託することにより

市

、専門知識、
・コスト

事

の節減、費用対効果
普

務

通
育成ノウハウを活用

事

し、事業全体の効果的

業

な実施に努めて
効率性

評

・執行体制の効率性 い

価

る。
・手段の最適性　

シ

など

　刈谷市共存・協

ー

働のまちづくり推進基

ト

本方針の中で示さ
・市

（

が主体となって実施す

様

る
高い

れている「自分

式

ごと」の考え方、共存

２

協働の意識の啓発を
妥

）

当性 　べき事業である

会

か 図るため、市民、各

計

種団体、市の協働によ

名

り、実施すべき
・総合

担

計画との整合性　など

当

事業である。

　まちづ

部

くりに関心の高い市民

市

の育成を図るため、市

民

民同

施策への ・施策へ

活

の貢献度
高い

士が交流

動

を行う場を多く提供し

部

、市民の参加・協働の

一

機会
・目標達成度 創出

般

に寄与している。
貢献

会

度 ・市民サービスへの

計

効果　など 　

今後の方

市

向性 □拡充　□現状維

民

持　■改善・効率化　

協

□縮小　□終期設定　

働

□休止・廃止

　刈谷市

推

共存・協働のまちづく

進

り推進基本方針に基づ

事

いた事業展開していく

業

ために、実施事業の進

担

捗管理を行いなが
ら、

当

随時見直しや新たな手

課

法の導入を検討する。

市民協働

Ｃ
 
　
Ｈ
 

課

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

款

∧
　
評
　
価
　
∨

項 目 担当係 協働推進係

2 1 1



進

7人・つむぎ場参加者

係

数　　 75人・つむ

2

ぎ場参加者数　　 8

1

0人
・つながるねット

1

・つながるねット ・つながるねット ・つながるねット
　セッション数   　24,699件　セッション数   　25,091件　セッション数   　34,613件　セッション数   　35,000件
・保険適用数　　 　　　 7件・保険適用数　　 　　　 5件・保険適用数　　 　　　 5件・保険適用数　　 　　　 5件

　市民活動センターのボランティアに関する情報・人・物の交流の場としての機能の充実を図ることができた。

成果

　マッチング件数について、令和3年度及び令和4年度は新型コロナウイルス感染症の影響から減少傾向となっている。令

和5年度はやや回復したものの、さらなる回復及び増加に向け、対応策を検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 市民ボランティア活動センター事業数（車座・スキ 10 10 10 10 10
指標 ルアップ講座）（件）
成果 市民ボランティア活動センター登録数（団体） 547 553 556 560 570
指標

つながるねット登録団体数（R6.4.1現在）　合計：878団体
他市との 刈谷市 556　知立市 151　高浜市 40　東浦町 132
比較検証  

Ｃ
　
事
　
業

Ｄ

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

　

円
３年度 ４年度 ５年度

　

６年度 ５年度

（決算）

　

（決算） （決算） （予

Ｏ

算） 事業費内訳

事業費

　

　① 35,485 37

　

,800 36,812

∧

40,941 合計 36

　

,811,875 円

　

需用費 2,734,6

実

30 円

財
　
源

特定財

　

源 1,473 1,48

　

3 1,344 1,33

施

2 役務費 503,72

　

5 円
委託料 31,2

　

35,215 円

一般

∨

財源 34,012 36,317 35,468 39,609 使用料及び賃借料
1,638,705 円

職員人件費　② 3,407 3,012 2,686 2,714 備品購入費 699,600 円

総事業費（①＋②） 38,892 40,812 39,498 43,655

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 元気な愛知の市町村づくり補
助金

７年度以降の事業費見込 0 衣浦定住自立圏構成市町負担
金

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 共存･

和

協働
施策体系

施策の内

５

容 市民活動・地域活動

年

の推進

目
　
　
　
的

　地

度

域づくりの担い手とし

評

て、市民が主体と

主
た

価

る
内
容

○市民ボランテ

）

ィア活動センターの管

刈

理運営
なった市民ボラ

谷

ンティア活動が発展し

市

ていく ○3市1町によ

事

るボランティア活動情

務

報サイト
環境づくりを

事

目指すとともに、市民

業

ボランテ 　「かりや衣

評

浦つながるねット」を

価

活用した
ィア活動情報

シ

の受発信と活動支援の

ー

場を提供 　各種情報の

ト

提供
することにより、

（

市民ボランティア活動

様

の活 ○市民活動総合補

式

償制度の運用
性化を図

１

る。

位
置
づ
け

関連計画

）

刈谷市共存・協働のま

会

ちづくり推進基本方針

計

根拠法令 刈谷市民ボラ

名

ンティア活動センター

担

条例

対象者 市民 事業期

当

間 平成１５年度 ～

実施

部

方法 ■直営　■委託　

市

■指定管理　□補助・

民

助成　□その他

活動部

一般会計
市

Ｂ

民

　
事
　
業
　
実
　
績

３年

ボ

度実績 ４年度実績 ５年

ラ

度実績 ６年度計画

・相

ン

談件数　　　　　1,

テ

293件・相談件数　

ィ

　　　　1,252件

ア

・相談件数　　　　　

活

1,350件・相談件

動

数　　　　　1,60

支

0件
・マッチング件数

援

　　　 80件・マッ

事

チング件数　　　 8

業

0件・マッチング件数

担

　　　 85件・マッ

当

チング件数　　　 9

課

0件
・団体登録数　　

市

　　547団体・団体

民

登録数　　　　553

協

団体・団体登録数　　

働

　　556団体・団体

課

登録数　　　　560

款

団体
・個人登録数　　

項

　　　164人・個人

目

登録数　　　　　15

担

2人・個人登録数　　

当

　　　153人・個人

係

登録数　　　　　18

協

0人
・つむぎ場参加者

働

数　　 52人・つむ

推

ぎ場参加者数　　 6



係

2 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　刈谷

令

市民ボランティア活動

和

センターは、市民活動

６

・地域
・法的業務

高い

年

活動の活性化に伴い、

度

活動の拠点施設として

（

、今後ますま
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

す重要となる。また、

５

定住自立圏域内での活

年

発な情報発信
・市民生

度

活上必要である　など

評

が期待できる。

　登録

価

団体数や個人会員数も

）

増加している中で、費

刈

用面で
・コストの節減

谷

、費用対効果
普通

は、

市

前年度と同規模の予算

事

で事業を執行できてお

務

り、効率
効率性 ・執行

事

体制の効率性 性は維持

業

できている。
・手段の

評

最適性　など

　施設運

価

営は専門性を持ったＮ

シ

ＰＯ法人が担うことで

ー

、地
・市が主体となっ

ト

て実施する
高い

域にお

（

けるボランティア活動

様

支援の中核的な施設と

式

して、
妥当性 　べき事

２

業であるか 行政機関と

）

市民活動団体のつなぎ

会

役を担っている。
・総

計

合計画との整合性　な

名

ど

　刈谷市共存・協働

担

のまちづくり推進基本

当

方針に基づき、

施策へ

部

の ・施策への貢献度
高

市

い
地域の課題に自発的

民

に取り組む市民の支援

活

の場として大き
・目標

動

達成度 く貢献している

部

。
貢献度 ・市民サービ

一

スへの効果　など

今後

般

の方向性 □拡充　■現

会

状維持　□改善・効率

計

化　□縮小　□終期設

市

定　□休止・廃止

　刈

民

谷市共存・協働のまち

ボ

づくり推進基本方針に

ラ

基づき、市民活動の場

ン

所および情報発信の場

テ

を提供する。

ィア活動

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

支

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

援

価
　
∨

事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 協働推進



1

実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 啓発イベント・講座開催回数（回） 3 4 4 4 5
指標
成果 啓発イベント・講座参加者数（人） 77 60 49 1,700 1,900
指標

近隣市の啓発イベント開催状況
他市との 碧南市（年1回）、安城市（年4回）、知立市（年2回）、高浜市（年0回）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 115 278 411 4,323 合計 410,501 円
報酬 51,200 円

財
　
源

特定財源 8 73 91 117 報償費 266,760 円
旅費 7,280 円

一般財源 107 205 320 4,206 需用費 1,061 円
使用料及び賃借料 84,200 円

職員人件費　② 4,921 5,647 4,987 9,304

総事業費（①＋②） 5,036 5,925 5,398 13,627

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 地域女性活躍推進交付金

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 共存･協働
施策

和

体系
施策の内容 男女共

５

同参画の推進

目
　
　
　

年

的

　男女共同参画社会

度

を実現するため、「男

評

女

主
た
る
内
容

○広報紙

価

等による啓発の実施
共

）

同参画の意識づくり」

刈

を基本目標とし、広 ○

谷

市民を対象とした各種

市

講座の開催
報紙等によ

事

る啓発及び男女共同参

務

画イベント ○男女共同

事

参画に関するパンフレ

業

ット・チラ
を実施する

評

ことにより、市民の男

価

女共同参画 　シの作成

シ

意識の向上を図る。

位

ー

置
づ
け

関連計画 刈谷市

ト

男女共同参画プラン

根

（

拠法令 男女共同参画社

様

会基本法、女性の職業

式

生活における活躍の推

１

進に関する法律

対象者

）

市民 事業期間 平成１５

会

年度 ～

実施方法 ■直営

計

　■委託　□指定管理

名

　□補助・助成　□そ

担

の他

当部 市民活動部

一

Ｂ
　
事
　
業
　

般

実
　
績

３年度実績 ４年

会

度実績 ５年度実績 ６年

計

度計画

・広報紙等によ

男

る啓発 ・広報紙等によ

女

る啓発 ・広報紙等によ

共

る啓発 ・広報紙等によ

同

る啓発
・啓発講座の開

参

催　3回 ・啓発講座の

画

開催　4回 ・啓発講座

推

の開催　4回 ・啓発講

進

座の開催　3回
   

事

 参加者数　　 77

業

人 　　参加者数　  

担

 60人 　　参加者数

当

　   49人 ・ミラ

課

イク刈谷2024の開

市

催
　　

・広報誌やホー

民

ムページに加えてLI

協

NEやX等のSNSを

働

活用したことで若年層

課

も含めた幅広い世代へ

款

啓発することができた

項

。

成果
・講座をオンラ

目

インにより実施したこ

担

とで、パートナーとの

当

参加率を増やし、より

係

多くの人に啓発するこ

地

とができた。

　講座の

域

周知方法に苦慮し参加

支

者が少数にとどまった

援

ため、より多くの年齢

係

層に対する周知方法を

2

検討する必要がある。

1

課題

指標名称（単位）



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　男女共同参画

令

社会基本法に掲げる市

和

町村計画として、ま
・

６

法的業務
高い

た女性活

年

躍推進法に掲げる市町

度

村推進計画としても位

（

置づ
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 け、更な

和

る男女共同参画社会の

５

推進が求められている

年

。
・市民生活上必要で

度

ある　など

　女性団体

評

との協働により講座を

価

実施するなど、事業の

）

効
・コストの節減、費

刈

用対効果
普通

率的な運

谷

用を図っているが、イ

市

ベントの実施内容によ

事

り参
効率性 ・執行体制

務

の効率性 加者数が大き

事

く増減する面もある。

業

各種団体と協議し、よ

評

・手段の最適性　など

価

り魅力的で効率的なイ

シ

ベントを検討する必要

ー

がある｡

　男女共同参

ト

画社会の形成は、行政

（

・企業・市民それぞれ

様

・市が主体となって実

式

施する
高い

に取組む必

２

要がある。中でも行政

）

の率先垂範が求められ

会

て
妥当性 　べき事業で

計

あるか おり、積極的に

名

推進していく必要があ

担

る。
・総合計画との整

当

合性　など

　男女がと

部

もに家事・子育て・介

市

護などの家庭生活と仕

民

事

施策への ・施策への

活

貢献度
高い

を両立でき

動

る社会の実現を目指す

部

ため、本事業の推進に

一

よ
・目標達成度 り男女

般

共同参画の推進に資す

会

るものである。
貢献度

計

・市民サービスへの効

男

果　など

今後の方向性

女

■拡充　□現状維持　

共

□改善・効率化　□縮

同

小　□終期設定　□休

参

止・廃止

・イベント等

画

への参加人数を着実に

推

増やしていくため、魅

進

力のあるコンテンツの

事

企画、実施に努める。

業

・事業実施にあたって

担

は、講座やイベントへ

当

の参加に留まらず、そ

課

の後の自主的な活動に

市

つなげ、活動の輪を広

民

げて
　いくことも重要

協

だと考えている。
・若

働

年層へのイベントを実

課

施し、幅広い年齢層へ

款

のイベントの周知を図

項

る。

目 担当

Ｃ
 
　

係

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

地

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

域支援係

2 1 1



ることができた。

　イベントの周知に苦慮したため、若者を含めた幅広い世代に対する周知方法を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 イベント参加者数（人） 804 893 1,341 ― ―
指標
活動 企画運営団体数（団体） 6 6 8 ― ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 926 2,072 1,987 0 合計 1,987,449 円
報償費 61,000 円

財
　
源

特定財源 0 1,900 0 0 需用費 202,309 円
委託料 1,450,020 円

一般財源 926 172 1,987 0 使用料及び賃借料 274,120 円

職員人件費　② 7,571 6,023 5,755 0

総事業費（①＋②） 8,497 8,095 7,742 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 男女共同参

５

画の推進

目
　
　
　
的

　

年

令和2年度に実施した

度

「日本女性会議202

評

0あ

主
た
る
内
容

○講演

価

会や映画祭、各種講座

）

を実施する「ミ
いち刈

刈

谷（ミライク会議）」

谷

の成果やネット 　ライ

市

ク刈谷」の開催
ワーク

事

を継承し、地域社会の

務

持続可能な発展
と、性

事

別にかかわらず一人ひ

業

とりが尊重され
多様性

評

に富んだ男女共同参画

価

社会の実現を目
指す。

シ

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

ー

市男女共同参画プラン

ト

根拠法令 男女共同参画

（

社会基本法、女性の職

様

業生活における活躍の

式

推進に関する法律

対象

１

者 市民 事業期間 令和３

）

年度 ～

実施方法 ■直営

会

　■委託　□指定管理

計

　□補助・助成　□そ

名

の他

担当部 市民活動部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

３年度実績 ４年

般

度実績 ５年度実績 ６年

会

度計画

・ミライク刈谷

計

2021の開催 ・ミラ

ミ

イク刈谷2022の開

ラ

催 ・ミライク刈谷20

イ

23の開催 ※男女共同

ク

参画推進事業に移 
　

推

　講演会　403人 　

進

　パネルディスカッシ

事

ョン 　　トークショー

業

＆ミニライ 　行
　　映

担

画祭　251人 　  

当

          

課

       307

市

人 　　ブ　　　　　　

民

　 327人
　　各講

協

座　150人 　　映画

働

祭　        

課

 444人 　　映画祭

款

　　　　　 842人

項

　　各講座　    

目

     142人 　

担

  各講座　　　　　

当

 172人

・イベント

係

を開催することで、多

地

様な世代の参加者に男

域

女共同参画意識の啓発

支

を行うことができた。

援

成果
・市民を中心とし

係

た有志グループによる

2

各講座の企画・運営を

1

支援することで、参画

1

したメンバーの男女共同参画意識を

　啓発す



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　男女共同参画社会

令

基本法に掲げる市町村

和

計画として、ま
・法的

６

業務
高い

た女性活躍推

年

進法に掲げる市町村推

度

進計画としても位置づ

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 け、更なる男

和

女共同参画社会の推進

５

が求められている。
・

年

市民生活上必要である

度

　など

　団体による主

評

体的な企画・運営を支

価

援するなど、事業の
・

）

コストの節減、費用対

刈

効果
普通

効率的な運営

谷

を図っているが、講座

市

の企画内容により参加

事

効率性 ・執行体制の効

務

率性 者数が大きく増減

事

する面がある。各種団

業

体と協働しながら
・手

評

段の最適性　など 、よ

価

り魅力的で効率的な広

シ

報を検討する必要があ

ー

る。

　男女共同参画社

ト

会の形成は、行政・企

（

業・市民それぞれ
・市

様

が主体となって実施す

式

る
高い

に取組む必要が

２

ある。中でも、行政の

）

率先垂範が求められ
妥

会

当性 　べき事業である

計

か ており、積極的に推

名

進していく必要がある

担

。
・総合計画との整合

当

性　など

　男女がとも

部

に家事・子育て・介護

市

などの家庭生活と仕事

民

施策への ・施策への貢

活

献度
高い

を両立できる

動

社会の実現を目指すた

部

め、本事業の推進によ

一

・目標達成度 り男女共

般

同参画の推進に資する

会

ものである。
貢献度 ・

計

市民サービスへの効果

ミ

　など

今後の方向性 ■

ラ

拡充　□現状維持　□

イ

改善・効率化　□縮小

ク

　□終期設定　□休止

推

・廃止

・イベントへの

進

参加者数を着実に増や

事

していくため、魅力の

業

あるコンテンツの企画

担

・実施に努める。
・事

当

業実施にあたっては、

課

イベントへの参加にと

市

どまらず、企画運営団

民

体としての参加に繋げ

協

、団体の活動の輪を広

働

　げていくことも重要

課

だと考えている。
・若

款

い世代を含めた幅広い

項

年齢層へのイベントの

目

周知を図る。

担当係 地

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

域

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

支

価
　
∨

援係

2 1 1



においては、専属職員により積極的な事業展開を図っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,459 22,061 24,294 43,279 合計 24,293,824 円
旅費 4,900 円

財
　
源

特定財源 10,588 10,622 10,677 10,719 負担金、補助及び
交付金 24,288,924 円

一般財源 14,871 11,439 13,617 32,560

職員人件費　② 5,678 4,141 4,604 5,427

総事業費（①＋②） 31,137 26,202 28,898 48,706

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 国際交流振興基金積立金利子
市町村振興協会新宝くじ交付

７年度以降の事業費見込 0 金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 多文化共生

５

の推進

目
　
　
　
的

　在

年

住外国人や諸外国との

度

市民レベルの友好

主
た

評

る
内
容

○国際交流の推

価

進と姉妹都市のＰＲ
親

）

善を深め、文化の多様

刈

性や相互理解を促進 ○

谷

刈谷市国際交流協会へ

市

の運営補助
し、多文化

事

社会の形成と地域社会

務

の国際化を
推進する。

事

位
置
づ
け

関連計画 第２

業

次刈谷市多文化共生推

評

進計画

根拠法令  

対象

価

者 対象者を限定せず 事

シ

業期間 昭和５５年度 ～

ー

実施方法 ■直営　□委

ト

託　□指定管理　■補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

３年度実績 ４年度実績

市

５年度実績 ６年度計画

民

・刈谷市国際交流協会

活

への運 ・刈谷市国際交

動

流協会への運 ・刈谷市

部

国際交流協会への運 ・

一

刈谷市長の姉妹都市訪

般

問
　営補助 　営補助 　

会

営補助 ・刈谷市国際交

計

流協会への運
　営補助

国

　姉妹都市であるカナ

際

ダ・ミササガ市からの

交

市民団受入及びミササ

流

ガパークでのストリー

振

トホッケー体験交流会

興

の実施な

成果
ど、刈谷

事

市国際交流協会の運営

業

を補助することで、両

担

市の友好関係を改めて

当

確認することができた

課

。

　刈谷市国際交流協

市

会の運営体制を整備し

民

、刈谷にぎわいオフィ

協

スとも連携しながら、

働

在住外国人に対して積

課

極的に関わ

っていく必

款

要がある。
課題

指標名

項

称（単位）
実績値 目標

目

値

３年度 ４年度 ５年度

担

６年度 ８年度

活動 刈谷

当

市国際交流協会親善ボ

係

ランティア登録者数（

協

人 275 275 282

働

290 300
指標 ）

指

推

標
　県内のほとんどの

進

自治体が国際交流協会

係

を設置しているが、法

2

人格を持つ名古屋市、

1

豊橋市、豊田市、豊
他

1

市との 川市を除き、事業規模は小さい。本市



8,275,090 円
需用費 2,316,893 円

財
　
源

特定財源 248 383 399 328 役務費 232,570 円
委託料 5,115,957 円

一般財源 12,706 8,226 7,876 8,946 使用料及び賃借料 272,190 円
備品購入費 337,480 円

職員人件費　② 1,893 1,506 1,151 1,163

総事業費（①＋②） 14,847 10,115 9,426 10,437

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 国際プラザ使用料

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 共存･協働
施策体

和

系
施策の内容 多文化共

５

生の推進

目
　
　
　
的

　

年

国際プラザの良好な施

度

設維持管理に努め、

主

評

た
る
内
容

　施設の適正

価

な維持や保守管理を行

）

う。
本市の国際化・多

刈

文化共生社会実現を担

谷

う拠
点施設として、利

市

用者の利便性を図る。

事

位
置
づ
け

関連計画 第２

務

次刈谷市多文化共生推

事

進計画

根拠法令 刈谷市

業

国際プラザ条例

対象者

評

対象者を限定せず 事業

価

期間 平成２４年度 ～

実

シ

施方法 ■直営　■委託

ー

　□指定管理　□補助

ト

・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

当

年度実績 ４年度実績 ５

部

年度実績 ６年度計画

・

市

適切な利用環境の提供

民

・適切な利用環境の提

活

供 ・適切な利用環境の

動

提供 ・適切な利用環境

部

の提供

　国際プラザの

一

利用者に適切な利用環

般

境を提供できた。

成果

会

　施設利用者のニーズ

計

に合わせて快適に利用

国

ができるよう検討・対

際

応していく必要がある

プ

。

課題

指標名称（単位

ラ

）
実績値 目標値

３年度

ザ

４年度 ５年度 ６年度 ８

管

年度

成果 国際プラザの

理

利用者数（人） 4,2

事

05 6,780 8,9

業

18 11,000 13

担

,000
指標

指標
　県

当

内の市町村の持つ類似

課

施設としては、名古屋

市

市、豊橋市、豊田市、

民

みよし市、知立市のみ

協

。
他市との
比較検証

働課

款 項 目 担当係 協

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

働

ト

単位：千円
３年度 ４

推

年度 ５年度 ６年度 ５年

進

度

（決算） （決算） （

係

決算） （予算） 事業費

2

内訳

事業費　① 12,

1

954 8,609 8,

1

275 9,274 合計



2

り多くの市民からの寄

1

附を目指し、広報につ

1

いて、チラシ、市民だより、ホームページ以外の方法を検討する必要が

ある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 市民活動支援基金寄附件数（件） 21 47 64 70 80
指標
活動
指標

　市民活動を支援するための基金は県内では豊橋市、一宮市、安城市、蒲郡市、犬山市、新城市、大府市、
他市との 高浜市、田原市、大口町が運用している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 595 5,850 5,770 34 合計 5,769,585 円
積立金 5,769,585 円

財
　
源

特定財源 88 1,207 1,827 34

一般財源 507 4,643 3,943 0

職員人件費　② 379 376 384 543

総事業費（①＋②） 974 6,226 6,154 577

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 市民活動支援基金積立金利子
総務管理事業費寄附金

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 共存･協働

和

施策体系
施策の内容 市

５

民活動・地域活動の推

年

進

目
　
　
　
的

　市民活

度

動の財政的な支援を図

評

るため創設し

主
た
る
内

価

容

　市民活動支援基金

）

に対する市民等からの

刈

寄
た市民活動支援基金

谷

を運用し、共存・協働

市

の 附金を積み立てると

事

ともに、マッチングギ

務

フ
まちづくりの推進を

事

図る。 トとして市から

業

寄附金と同額を積み立

評

てる。

位
置
づ
け

関連計

価

画 刈谷市共存・協働の

シ

まちづくり推進基本方

ー

針

根拠法令 刈谷市市民

ト

活動支援基金条例

対象

（

者 対象者を限定せず 事

様

業期間 平成２１年度 ～

式

実施方法 ■直営　□委

１

託　□指定管理　□補

）

助・助成　□その他

会計名 担当部 市民活

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

動

３年度実績 ４年度実績

部

５年度実績 ６年度計画

一

・市民活動支援基金へ

般

の寄附 ・市民活動支援

会

基金への寄附 ・市民活

計

動支援基金への寄附 ・

市

市民活動支援基金への

民

寄附
　金及び基金利子

活

の積立 　金及び基金利

動

子の積立 　金及び基金

支

利子の積立 　金及び基

援

金利子の積立
・寄附金

基

額302,054円 ・

金

寄附金額1,589,

積

029円 ・寄附金額2

立

,872,715円 ・

事

寄附金額2,900,

業

000円
（令和3年1

担

月9日 （令和4年1月

当

7日 （令和4年12月

課

23日
  ～令和4年

市

1月6日受理分）   

民

～令和4年12月22

協

日受理分）　～令和5

働

年11月30日受理分

課

）

　市民や企業等へ啓

款

発を行い、市民活動支

項

援基金への寄附に対す

目

る理解と協力を得られ

担

、多額の寄附を受ける

当

ことができ

成果
た。特

係

にふるさと納税につい

協

て、返礼品の種類の増

働

加や、サイトからの寄

推

附を可能としたことに

進

より、市外からの寄附

係

が

大幅に増えた。

　よ



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 188,110 191,286 192,599 199,688 合計 192,598,680 円
報償費 102,565,624 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 28,000 円
役務費 209,523 円

一般財源 188,110 191,286 192,599 199,688 委託料 89,538,913 円
使用料及び賃借料 256,620 円

職員人件費　② 5,300 4,894 5,755 3,877

総事業費（①＋②） 193,410 196,180 198,354 203,565

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 市民活動・

５

地域活動の推進

目
　
　

年

　
的

　市政の円滑な運

度

営を期するため、市の

評

地域

主
た
る
内
容

　４月

価

１日現在の市民だより

）

配付世帯数を基
行政事

刈

務を促進し、市民生活

谷

の利便を図る。 準に、

市

地区へ地域行政事務委

事

託料を支払う。
○委託

務

事業の概要
・地域行政

事

の円滑な運営
・市民だ

業

より等の配付物を全世

評

帯へ配付
・地区内広報

価

板の管理

位
置
づ
け

関連

シ

計画  

根拠法令 刈谷市

ー

地区委員設置に関する

ト

規則

対象者 市民 事業期

（

間 ～

実施方法 □直営　

様

■委託　□指定管理　

式

□補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 市

Ｂ
　
事
　
業
　
実

民

　
績

３年度実績 ４年度

活

実績 ５年度実績 ６年度

動

計画

・市民だより配付

部

世帯数 ・市民だより配

一

付世帯数 ・市民だより

般

配付世帯数 ・市民だよ

会

り配付世帯数
　60,

計

660世帯 　 61,

地

734世帯 　62,0

域

71世帯 　63,00

行

0世帯

　市民だより等

政

を地域が直接配付する

事

ことにより、市民生活

務

の利便性の向上ととも

事

に、地域活動の活性化

業

を図ることがで

成果
き

担

た。

　地域と関わりを

当

持たない世帯が増加し

課

ており、市からの情報

市

伝達が行き届かないな

民

ど、地域行政事務への

協

影響が懸念さ

れるため

働

、自治会加入促進を図

課

る必要がある。
課題

指

款

標名称（単位）
実績値

項

目標値

３年度 ４年度 ５

目

年度 ６年度 ８年度

活動

担

市民だより配付世帯数

当

（4/1現在）（世帯

係

） 　60,660 　6

地

1,734 　62,0

域

71 　63,000 6

支

5,000
指標
活動  

援

指標
 

他市との
比較検

係

証

2 1 6



が決定し、審査委員会において事業採択された。

　毎年申請をする地区が限られており、申請地区数も伸び悩んでいた。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 事業採択をした地区数（地区） 4 4 1 ― ―
指標
活動 住民会議への参加者数（人） 90 128 35 ― ―
指標

　他市に同様な事業はない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,152 2,230 2,058 0 合計 2,058,268 円
報償費 63,600 円

財
　
源

特定財源 480 457 0 0 負担金、補助及び
交付金 1,994,668 円

一般財源 1,672 1,773 2,058 0

職員人件費　② 3,028 3,765 3,069 0

総事業費（①＋②） 5,180 5,995 5,127 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 共存･協働
施策体

和

系
施策の内容 市民活動

５

・地域活動の推進

目
　

年

　
　
的

　自治会等が提

度

案する事業に対して経

評

費を助

主
た
る
内
容

○自

価

治会等から提案された

）

事業に対して審査
成す

刈

ることで、地域のコミ

谷

ュニティの絆づく 　会

市

を経た上で「元気な地

事

域応援交付金」を
り及

務

び活性化を図る。 　交

事

付する。

位
置
づ
け

関連

業

計画

根拠法令 元気な地

評

域応援交付金交付要綱

価

　元気な地域応援交付

シ

金審査委員会設置要綱

ー

対象者 自治会 事業期間

ト

平成２６年度 ～ 令和５

（

年度

実施方法 □直営　

様

□委託　□指定管理　

式

■補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 市

Ｂ
　
事
　
業
　
実

民

　
績

３年度実績 ４年度

活

実績 ５年度実績 ６年度

動

計画

・令和2年度に事

部

業採択された・令和3

一

年度に事業採択された

般

・令和4年度に事業採

会

択された※市民活動活

計

性化支援事業に
　5地

地

区へ交付金を交付した

域

　　4地区へ交付金を

活

交付した。　3地区へ

動

交付金を交付した。移

活

行
　（1地区は事業中

性

止）。 ・令和4年度下

化

半期事業を計画・令和

事

5年度下半期事業を計

業

画
・令和4年度事業を

担

計画する4 　する1地

当

区に対し申請の支援　

課

する1地区に対し申請

市

の支援
　地区に対し申

民

請の支援を行 　及び交

協

付金を交付した。 　及

働

び交付金を交付した。

課

　った。 　　住民会議

款

参加者数 　28人　

項

　住民会議参加者数　

目

 35人
　　住民会議

担

参加者数 　90人・

当

令和5年度事業を計画

係

する3
　地区に対し申

地

請の支援を
　行った。

域

　　住民会議参加者数

支

　100人
・事業申請

援

に向けた住民会議が行

係

われたことにより、地

2

域の絆づくりのきっか

1

けとなった。

成果
・1

6

地区において実施事業



6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 543 220 542 376 合計 541,609 円
需用費 290,849 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 40 役務費 224,360 円
公課費 26,400 円

一般財源 543 220 542 336

職員人件費　② 1,136 6,023 3,069 2,714

総事業費（①＋②） 1,679 6,243 3,611 3,090

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 自動車事故共済保険金収入

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 共存･協働
施策

和

体系
施策の内容 市民活

５

動・地域活動の推進

目

年

　
　
　
的

　地域活動に

度

必要な物品等の運搬用

評

として車

主
た
る
内
容

○

価

車両貸出
両（軽トラッ

）

ク）を貸し出し、地域

刈

活動の利 ○車両配備
便

谷

性を高め活性化を図る

市

。 　・北部
　　富士松

事

支所　　　　　1台
 

務

 ・中部
　　刈谷市役

事

所　　　　　2台
　・

業

南部
　　東刈谷市民セ

評

ンター　1台

位
置
づ
け

価

関連計画

根拠法令 刈谷

シ

市地域活動車両貸出事

ー

業実施要綱

対象者 自治

ト

会 事業期間 平成２９年

（

度 ～

実施方法 □直営　

様

□委託　□指定管理　

式

■補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 市

Ｂ
　
事
　
業
　
実

民

　
績

３年度実績 ４年度

活

実績 ５年度実績 ６年度

動

計画

・申請があった自

部

治会に対し ・申請があ

一

った自治会に対し ・申

般

請があった自治会に対

会

し ・申請があった自治

計

会に対し
　て、地域活

地

動車両の貸出を 　て、

域

地域活動車両の貸出を

活

　て、地域活動車両の

動

貸出を 　て、地域活動

車

車両の貸出を
　行った

両

。 　行った。 　行った

貸

。 　行う。
　　貸出件

出

数　79件 　　貸出件

事

数　108件 　　貸出

業

件数　130件    

担

 貸出件数　150件

当

　　

　地域活動車両を

課

必要とする自治会に貸

市

出することで、地域活

民

動の活性化を図ること

協

ができた。

成果

　利用

働

が多い地区と少ない地

課

区の二分化が進んでい

款

るため、地域活動車両

項

の利便性の向上を図り

目

利用件数を増やす。

課

担

題

指標名称（単位）
実

当

績値 目標値

３年度 ４年

係

度 ５年度 ６年度 ８年度

地

活動 地域活動車両の貸

域

出件数（件） 79 10

支

8 130 150 190

援

指標
活動
指標

他市との

係

比較検証

2 1



,125 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 広告料収入

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

６

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安心

基本施策

令

共存･協働
施策体系

施

和

策の内容 市民活動・地

５

域活動の推進

目
　
　
　

年

的

　平成３０年度に作

度

成した広告入り回覧板

評

の

主
た
る
内
容

○市民に

価

回覧する回覧板を作成

）

する。
協定期間が令和

刈

５年度で終了するため

谷

、新た
に回覧板を作成

市

する。

位
置
づ
け

関連計

事

画

根拠法令

対象者 自治

務

会 事業期間 ～

実施方法

事

□直営　■委託　□指

業

定管理　□補助・助成

評

　□その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事

）

　
業
　
実
　
績

３年度実

会

績 ４年度実績 ５年度実

計

績 ６年度計画

　 　 ・広

名

告入り回覧板の作成 　

担

　 　 　　　　　　　1

当

1,000部 　
　 　 　

部

　 　 　
　　　――――

市

――― 　　　――――

民

――― 　　　――――

活

―――

　回覧板の定期

動

的な更新に伴い、回覧

部

板に対する関心の向上

一

及び円滑な情報提供を

般

図ることができた。

成

会

果

　作成費用に対し広

計

告掲載料が集まらなか

回

った。

課題

指標名称（

覧

単位）
実績値 目標値

３

板

年度 ４年度 ５年度 ６年

作

度 ８年度

活動 回覧板の

成

発行部数（部） ― ― 1

事

1,000 ― ―
指標
活

業

動
指標

他市との
比較検

担

証

当課 市民協働課

款

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

項

ス
　
ト

単位：千円
３年

目

度 ４年度 ５年度 ６年度

担

５年度

（決算） （決算

当

） （決算） （予算） 事

係

業費内訳

事業費　① 0

地

0 5,974 0 合計 5

域

,974,100 円

支

需用費 5,775,0

援

00 円

財
　
源

特定財

係

源 0 0 4,180 0 委

2

託料 199,100 

1

円

一般財源 0 0 1,7

6

94 0

職員人件費　② 0 0 1,151 0

総事業費（①＋②） 0 0 7


